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諸外国の防衛政策など

米国

１ 安全保障政策・国防政策
米国は、その影響力が相対的に変化しつつあるが、引き
続き世界の平和と安定にもっとも大きな役割を果たしてお
り、その安全保障政策・国防政策の動向は、わが国を含む
多くの国家に大きな影響を与えている。０９（平成２１）年に発
足したオバマ政権はこれまで、米国の安全保障政策・国防
政策を示す文書として、「国家安全保障戦略」（NSS

National Security Strategy
）や「４

年ごとの国防計画の見直し」（QDR
Quadrennial Defense Review

）などを公表してきてい
る１。
１２（同２４）年１月、オバマ政権は、新たな国防戦略指針２

を公表した。これは、１０年にわたるアフガニスタンおよび
イラクにおける作戦の後、米軍が両国からの撤収を進めて
いること３、また、厳しい米政府の財政状況下で国防歳出
を含む政府歳出の大幅削減が求められていること、という
国外・国内双方の要因により、現在の米国が転換点に置か
れているとの認識のもと、国防上の優先順位について改め
て見直し、２０２０年の統合軍のあり方を示すものとして公表
されたものである。
国防戦略指針は、米国が国家、同盟国およびパートナー

国の安全を保障し、自由で開放的な国際経済システムによ
りもたらされる繁栄と、国家や人々の権利と責任が守られ
るような正当で持続可能な国際秩序を追求するとしてい
る。また、将来の米軍はより小規模で引き締まったものに
なるが、同時に、より俊敏で柔軟性があり、即時に展開可
能であり、技術的に優れたものとなるとしている。さら
に、今後の米国の世界的なプレゼンスがアジア太平洋およ
び中東地域を強調したものとなるとする一方、欧州への関

１ １０（平成２２）年５月に公表されたNSSは、米国が追求する国益は、①米国、米国民、同盟国およびパートナー国の安全、②力強く、革新的で、
成長する米国経済による繁栄、③米国内と世界中における普遍的な価値観の尊重、④平和、安全、機会を促進する国際秩序の４つであると
している。その上で、これらの国益を実現するためには、軍事力、外交、開発支援といった米国の国力の全ての要素の活用と統合が必要で
あるとするとともに、同盟国や国際機関などと協調して取り組んでいく必要性を強調している。
QDRは、国防長官が合衆国法典第１０篇第１１８条に基づき４年ごとに議会へ提出することが義務づけられている文書で、今後２０年の安全保障環
境を見据えた上で、国防戦略、戦力構成、戦略近代化計画、国防インフラ、予算計画などに関する方針を明らかにするものである。１０（同２２）
年２月に公表されたQDRは、国防省の役割は米国と同盟国を守り、米国の国益を増進するために軍事力を維持、使用することであるとして
いる。その上で、米国と同盟国は必要な場合は武力を行使する意思と能力を示してきたとし、適切な場合には米軍が単独で行動する能力も
保持するとしている。また、米国は最も強力な主体であり続けるが、平和と安定を維持するためには主要な同盟国およびパートナー国との
一層の協力が必要であるとしている。

２ 本文書の正式な名称は、「Sustaining U.S. Global Leadership：Priorities for２１st Century Defense」である。
３ このうちイラクに関しては、１１（平成２３）年１２月１８日をもって駐イラク米軍が撤収を完了した。

駐イラク米軍任務終了式典で演説するパネッタ国防長官
（バグダッド）【米国防省】
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与を継続し、また、全ての地域において同盟関係や協力関
係を強化するとしている。

１ 安全保障環境認識

国防戦略指針は、世界的な安全保障環境について、課題
（中国などの新興国の台頭、大量破壊兵器の拡散、海・
空・宇宙・サイバー空間といった国際公共財（グローバ
ル・コモンズ
Global Commons

）に対する侵害など）と機会（アジア太平洋地
域の発展、中東における民主化運動など）が複雑に入り混
じったものになっており、国力の全ての要素を用いて対応
することが必須であるとしている。

２ 対応の方向性

このような安全保障環境を踏まえ、国防戦略指針では米
国の対応の方向性が示されている。
特に、アジア太平洋地域に関しては、米国の経済上、安
全保障上の利益が西太平洋および東アジアからインド洋お
よび南アジアにかけての地域の発展と密接に関連している
ことを理由に、米国は、その安全保障戦略を、よりアジア
太平洋地域へ重点を置いたものとし、同地域における同盟
国との関係を強化するとともに、パートナー国との協力を
拡大するとしている。
これに加え、アルカイダや過激主義の脅威への積極的な
対処の継続、新興国の平和的勃興、経済的活力および建設
的な防衛協力の促進、国際公共財への自由なアクセスの追
求、大量破壊兵器の拡散に対抗するための効果的な作戦遂
行能力の強化などに取り組むとしている。
地域ごとの具体的な取組としては、インドとの長期的な
戦略的協力関係の追求、核兵器計画を追求する北朝鮮の挑
発行為への抑止・対処を通じた朝鮮半島の平和の維持、欧

州・ロシアへの関与の継続、その他の地域における革新
的、低コストかつ小規模のアプローチによる米国の安全保
障上の目的の達成などが挙げられている。

３ 能力強化の重点分野

国防戦略指針は、現在の安全保障環境の中で、国益を守
り、NSSに規定されている安全保障上の目的を達成するた
め、以下の主要任務において成功を収めるための能力を維
持・強化する必要があるとしている。
① 対テロ作戦・非正規戦：アルカイダを打破し、アフ
ガニスタンがアルカイダにとっての聖域になることを
阻止することに引き続き努力する。また、ヒズボラな
ど、他の指定テロ組織の脅威への警戒を継続する。
② 米国に対する攻撃の抑止・打破：米国の軍事力に関
する計画は、全ての作戦領域（陸・海・空・宇宙・サ
イバー空間）にまたがった軍事作戦を行うことで、１
つの地域において、国家主体の攻撃的な目的を完全に
否定することを見据えたものである。また、１つの地
域で大規模作戦を行っている場合においても、２つ目
の地域において、その機会に乗じて攻撃を行おうとす
る者に対し、その目的を否定したり、攻撃を思い留ま
らせるようなコストを課したりする能力を保有する。
③ アクセス拒否／エリア拒否（A２／AD）環境下４での
戦力の展開：中国やイランは、米国の戦力の展開能力
に対抗するための非対称な手段を追求している。ま
た、高度な兵器や技術は非国家主体にも拡散してい
る。米軍は、A２／AD環境下において効果的に行動
できる能力を確保するための投資を行う５。
④ 大量破壊兵器への対抗：核・生物・化学兵器の拡散
や使用の阻止を目的とした活動を行う。また、使用阻
止の取組が失敗した場合に備え、他の政府機関とも協

４ アクセス拒否能力（A２
anti-access

）とは、主に長距離能力により、敵軍がある作戦領域に入ることを阻止するための能力のことを指す。また、エリア拒

否能力（AD
area-denial

）とは、より短射程の能力により、作戦領域内での敵軍の行動の自由を制限するための能力のことを指す。

５ QDRは、米国が、高度なアクセス拒否能力とエリア拒否能力を有する敵対者を打破するため、統合エアシーバトル構想を進めているとして
いる。QDRによれば、この構想は、航空戦力と海上戦力が全ての作戦領域をまたいでどのように能力を統合させていくかを規定するもので
あり、効果的な戦力の展開に必要な将来の能力発展の指針を付与するものである。１１（平成２３）年１１月、米国防省は、同構想の実施に向けた
作業を進めるため、エアシーバトル室を設置したことを発表した。また、１２（同２４）年１月、デンプシー統合参謀本部議長は、米軍がアクセ
ス拒否／エリア拒否能力にどのように対抗するかについて示した文書である「統合作戦アクセス構想」（Joint Operational Access Concept）
を発表した。この構想は、特に航空戦力と海上戦力の能力統合に焦点を置いた統合エアシーバトル構想の上位概念であるとされている。さ
らに、同年３月、陸軍能力統合センター司令官および海兵隊戦闘開発コマンド司令官は、統合作戦アクセス構想の下位概念であり、エリア
拒否能力の打破に向けた陸軍と海兵隊の役割を説明した文書である「アクセスの確保と維持：陸軍および海兵隊の構想」（Gaining and Main-
taining Access：An Army-Marine Corps Concept）」に署名した。
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力し、大量破壊兵器使用に対する検知、防護、対処の
ために必要な能力への投資を継続する。
⑤ サイバー空間および宇宙空間における効果的な作
戦：国内外のパートナーと協力し、サイバー空間や宇
宙空間において、自らのネットワーク、作戦能力およ
び強靱性を保護するための先進的能力へ投資する。
⑥ 安全かつ効果的な核抑止の維持：世界に核兵器が存
在する限り、米国は安全、確実かつ効果的な核兵器を
維持する。一方、米国の抑止目標はより少ない核戦力
によって達成可能であり、核兵器の安全保障上の役割
および配備されずに保管されている核兵器数は削減可
能である。
⑦ 国土防衛および国内の文民部門の支援：米国領土に
対する直接攻撃からの防衛を継続する。国土防衛の失
敗や自然災害発生時には、国内の文民部門の支援も行
う。
⑧ 安定的な軍事プレゼンスの提供：国防歳出などの削
減に伴い、同盟国などとの相互運用性やパートナー国
への能力構築支援を継続するため、革新的かつ創造的
な解決策が必要である。また、軍に投入できる資源が
削減される中、軍の展開地域や他国との軍事演習の頻
度に関しては慎重に検討した上で決定することが必要
である。
⑨ 安定化作戦・反乱鎮圧作戦の遂行：イラクやアフガ
ニスタンにおける戦争の結果を踏まえ、非軍事手段や
軍同士の協力を重視し、安定化作戦への米軍の関与に
関する需要を削減する。また、米軍は今後、大規模、
長期的な安定化作戦を行うための兵力規模を維持しな
い。
⑩ 人道支援、災害救援およびその他の作戦：大規模な
残虐行為の防止や対応のための統合ドクトリンおよび
軍事オプションの発展を継続する。また、緊急事態に
おける、海外在住の米国民（非戦闘員）を退避させるた
めの活動の遂行能力を維持する。
また、このような任務により将来の米軍の形が概ね決定

されるとしつつ、米軍全体の能力水準は、上記の①、②、
⑥および⑦の作戦上の要求に基づいたものになるとしてい
る。

４ 戦力構成

冷戦終結以降、米軍の戦力は「２つの大規模な地域紛争
を戦い、勝利する」という考え方をもとに構成されてき
た。一方、１０（同２２）年に公表されたQDRは、現在の安全
保障環境はこの考え方が採用された頃よりも複雑になって
おり、米軍は多様な事態に対処しなくてはならないため、
この考え方のみで米軍の戦力構成を決定することはもはや
適切ではないとし、米軍は２つの国家による攻撃に対処す
る能力は保持しつつも、多岐にわたる作戦を実施する能力
を保有しなくてはならないとしている６。
国防戦略指針は、米軍が１つの地域で大規模作戦を行っ
ている間でも、２つ目の地域において、その機会に乗じて
攻撃を行おうとする者に対し、その目的を否定したり、攻
撃を思い留まらせるようなコストを課す能力を保有すると
している。また、パネッタ国防長官をはじめとする国防省
高官は、米軍は引き続き、複数の敵対者と同時に対峙し、
これを打破する能力を保有すると発言している７。

５ 軍事態勢見直し

QDRは、世界的に展開する米軍の態勢を決めるにあ
たっては、地域の政治情勢や安全保障環境を踏まえた協調
的なアプローチが必要だとしている。その上で、将来の米
軍の態勢を決める際には、①前方配置やローテーション展
開される米軍部隊は引き続き有効であり必要であること、
②国外における恒久的プレゼンスの必要性と、緊急事態な
どに対応する柔軟な能力の必要性の間のバランスをとるこ
と、③進行中の作戦支援のために戦場へのアクセスを確保
することの必要性と、輸送ルートが分断されてしまうリス
クの間のバランスをとること、④米国の防衛態勢が安定化

６ ゲイツ国防長官（当時）は１０（平成２２）年２月１日の記者会見において、「QDRを作成していた人々に与えた私の指令の一つは、私が２つの大規
模正面における作戦という考え方は時代遅れだと感じてきたということ、そして我々は既に２つの大規模な軍事作戦を行っているというこ
とだった。もし米国本土で災害が起こったらどうするのか。もしもう一つの軍事衝突が起こったらどうするのか。もしハイチのような事案
が発生したらどうするのか。２つの戦争を戦うという考え方が生まれた９０年代前半よりも現在の世界は遥かに複雑なのである」と述べ、２つ
の大規模な地域紛争に対処するという考え方では不十分であるとした。

７ パネッタ国防長官は、１２（平成２４）年１月５日の記者会見において、「我々は、同時に１つを超える数の敵と対峙することができる」と述べて
いる。
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効果を生み出し、受入れ国に歓迎される必要があること、
⑤米国の防衛態勢は、継続的に戦略環境の変化に適応して
いくこと、という原則を踏まえる必要があるとしている。
これに加え、国防戦略指針では、海外における米軍のプレ
ゼンスは、抑止力を補強し、米軍、同盟国およびパート
ナー国の軍事能力の確立に資するものであり、さらに、同
盟関係を強化し、米国の影響力を増大させるものであると
されている。
１１（同２３）年１１月、オバマ大統領はオーストラリアの議会
において演説を行い、今後、アジア太平洋地域におけるプ
レゼンスおよび任務を最優先とすることを明言し、日本や
韓国におけるプレゼンスを維持しつつ東南アジアでのプレ
ゼンスを向上させることなどを示した８。米国のこの方針
は国防戦略指針においても確認されている。
アジア太平洋地域における米軍プレゼンスの強化に関す
る具体例としては、オーストラリアにおける米軍プレゼン
スの強化が挙げられる。同年１１月、オバマ大統領とギラー
ド豪首相は共同発表を行い、①１２（同２４）年半ば頃から、
ダーウィンなどのオーストラリア北部において、米海兵隊
が毎年６か月程度のローテーションで展開し、豪軍との演
習・訓練を行うこと９、②オーストラリア北部における豪
軍の施設・区域への米空軍機のアクセスを拡大し、共同演
習・訓練の機会を拡大することを内容とする、米豪戦力態
勢イニシアティブを明らかにした。本イニシアティブは、
「地理的に分散し、運用上強靱であり、政治的に持続可能
な米軍のプレゼンス」という、アジア太平洋地域における
米軍の戦力態勢についての基本的な考え方を実現するため
の一環として行われるとされている１０。
中東について、国防戦略指針は、弾道ミサイルや大量破
壊兵器の拡散について特に懸念を有しているとした上で、

必要に応じ湾岸協力理事会（GCC
Gulf Cooperation Council

）１１諸国と協力し、イラン
の核兵器能力開発の阻止などのため、湾岸地域における安
全保障を強化するとしている。また、域内および地域周辺
における米国と同盟国の軍事プレゼンスの維持およびパー
トナー国の支援を重視し続けるとしている。
欧州については、アフガニスタンおよびイラクからの撤
退が、米軍の欧州への投資を現在の紛争に焦点を置いたも
のから将来の能力に焦点を置いたものに再調整するための
戦略的な機会を作り出したとしている。その上で、戦略的
な環境の進展に応じ、欧州における米軍の態勢も進化させ
なければならないとしている。本戦略指針を踏まえて１２
（同２４）年２月に議会に提出された、２０１３会計年度国防省予
算要求においては、欧州に所在する４つの旅団戦闘チーム
のうち２つを削減１２する一方で、今後、国内に拠点を置く
部隊を欧州にローテーションで展開させて訓練・演習を行
うこと、欧州におけるミサイル防衛システムへの投資を維
持することなどが示されている。
その他の地域については、協力関係の構築が引き続き重要
であるとしており、米国は、アフリカや中南米を含む地域に
おいて、米国と国益や視点を同じくする多数の新興国との

８ １１（平成２３）年秋以降、オバマ政権は、米国のアジア太平洋重視の姿勢を様々な場で示してきている。例えばクリントン国務長官は、フォー
リン・ポリシー誌寄稿論文「米国の太平洋の世紀」（同年１１月号）において、今後１０年における米国の政策の最重要課題のひとつは、アジア太
平洋地域で、外交、経済、戦略などの実質的な投資を確実に増加させることである旨記述している。また、パネッタ国防長官も、同年１０月
２５日に行われた日米防衛相会談後の共同記者会見において、太平洋地域が米国の重要な優先課題であり、この地域の兵力を増強する旨発言
している。

９ 展開規模については、２５０人程度から開始し、数年間をかけ、最終的には航空機、陸上車両、砲兵などを含む２，５００人規模の海兵空地任務部
隊の構築を目指す、としている。なお、１２（平成２４）年４月３日、展開の第一陣となる米海兵隊約２００名がダーウィンに到着した。

１０ このような基本的な考え方は、ゲイツ国防長官（当時）が１０（平成２２）年６月５日の講演の中で示しているほか、クリントン国務長官も、前掲
の論文の中で記述している。また、アジア太平洋地域における米軍態勢の強化に関するその他の具体的な取組例としては、シンガポールへ
の沿海域戦闘艦（LCS

Littoral Combat Ship
）の展開表明（ゲイツ国防長官（当時）が１１（同２３）年６月３日の講演の中で表明）や、インドネシアへのF―１６戦闘機（２４機）の

無償供与（同年１１月１８日発表）などが挙げられる。
１１ ８１（昭和５６）年に設立された、加盟国間の協力、統合などを目的とした地域機構。加盟国は、アラブ首長国連邦、バーレーン、サウジアラビ

ア、オマーン、カタールおよびクウェートの６か国
１２ 欧州における旅団戦闘チームの削減に関しては、１０（平成２２）年のQDRにおいて４つの旅団戦闘チームを維持することとしていたが、国防省

は１１（同２３）年４月、計画を見直し、欧州において３つの旅団戦闘チームを維持すると発表していた。
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(注) １　資料は、米国防省公刊資料(11(平成23)年12月31日現在)などによる。
　　 ２　アジア太平洋正面の配備兵力数には、ハワイ・グアムへの配備兵力を含む。

 陸軍　　：約4.3万人
 海軍　　：約0.6万人
 空軍　　：約3.1万人
 海兵隊　：約0.1万人
 総計　　：約8.0万人
（1987年総計約35.4万人）

ヨーロッパ正面

 陸軍　　：約4.2万人
 海軍　　：約3.0万人
 空軍　　：約2.7万人
 海兵隊　：約2.4万人
 総計　　：約12.3万人
（1987年総計約18.4万人）

アジア太平洋正面

 陸軍　　：約55.9万人
 海軍　　：約32.3万人
 空軍　　：約33.3万人
 海兵隊　：約20.0万人
 総計　　：約141.4万人
（1987年総計約217万人）

米軍の総兵力

アフガニスタンおよび
その周辺に約10.2万人が展開

ソロモン諸島

パラオ

日本
韓国

オーストラリア

インドネシア

フィリピン

タイ

シンガポール

カンボジア

ソウル

ハノイ

マニラ

ハノイ

バンコク

プノンペン

ジャカルタ

キャンベラ
ブリズベーン

ツバル

トンガ

コワンチョウ

【韓国】
・28,500名規模の在韓米軍を維持

【台湾】
・台湾が保有するＦ-16のアップグ
レードなどに関する計画
　(11年９月発表)

【シンガポール】
・沿海域戦闘艦（ＬＣＳ）の
ローテーション展開（11年６
月表明。12年6月、シンガ
ポール政府との間で大筋
合意）

【沖縄】
・第３海兵機動展開部隊（ⅢＭＥＦ）地
上部隊などのグアムなどへの移転

【グアム】
・潜水艦のローテーション配備
・爆撃機部隊のローテーション配備
・空母の一時寄港用施設の整備
・無人偵察機（ＲＱ-4）の配備

【オーストラリア】
○11年11月の米豪首脳会談で以下のイニシアティブについて合意
・海兵隊のオーストラリア北部へのローテーション展開
・米空軍航空機のオーストラリア北部へのローテーション展開を増加

【フィリピン】
・米沿岸警備隊のカッター船の無
償供与（11年８月、12年5月）

〈参考〉アジア太平洋地域における海兵隊兵力数
 全体： 約24,000人 オーストラリア： 30人
 ハワイ： 6,147人 韓国： 133人
 グアム： 196人 フィリピン： 146人
 日本： 14,951人   タイ： 50人
 洋上配置： 2,123人 シンガポール： 16人
出典：国防省発表資料（2011年12月31日）、ミリタリーバランス2012

・空母１隻の母港を大西洋側から太平洋
側（サンディエゴ）に移転（10年４月）

【インドネシア】
・Ｆ-16×24機の無償供与
(11年11月発表)

ハワイ

グアム

沖縄

ダーウィン

※ 米地質調査所作成地図「GTOPO30」を使用

図表 Ⅰ―１―１―１ 米軍の配備状況、およびアジア太平洋地域における米軍の最近の動向
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間に新たな協力関係を構築するとしている。また、そのた
めの具体的方策として、可能な限り、演習、ローテーショ
ンでの展開、助言などの革新的、低コストかつ小規模のア
プローチを用い、安全保障上の目的を達成するとしている。
QDRや国防戦略指針で示された世界的な規模での米軍
の態勢の見直しについての考え方がどのように実施に移さ
れていくのか、今後とも注目していく必要がある１３。

６ 核戦略

オバマ大統領は、核兵器のない世界を目標にする一方
で、この目標は早期に実現できるものではなく、核兵器が
存在する限り核抑止力を維持するとしている。
１０（同２２）年４月に発表された「核態勢の見直し」（NPR

Nuclear Posture Review
）

は、核をめぐる安全保障環境が変化してきており、核テロ
リズムおよび核拡散が今日における切迫した脅威となって
いるとしている。また、核兵器保有国、特にロシアおよび
中国との戦略的安定性の確保という課題に向けて取り組ま
なくてはならないとしている。
NPRはこのような安全保障環境認識に立脚し、①核拡
散と核テロリズムの防止、②米国の核兵器の役割の低減１４、
③低減された核戦力レベルでの戦略的抑止と安定の維持、
④地域的抑止の強化と同盟国・パートナー国に対する安心
の供与、⑤安全・確実・効果的な核兵器の維持、という５
つの主要目標を提示している。

７ 宇宙政策

米軍は情報収集や通信の多くを宇宙システムに依存して
いる。１１（同２３）年２月に公表された「国家安全保障宇宙戦
略」（NSSS
National Security Space Strategy

）は、現在および将来の宇宙環境には、①衛星な
どの人工物体による混雑、②潜在的な敵対者による挑戦、

③他国との競争の激化、という３つの傾向があるとの認識
を示した。この認識を踏まえ、米国の宇宙における戦略目
標は、①宇宙の安全、安定、安全保障の強化、②宇宙によ
りもたらされる米国の戦略的な国家安全保障上の優越性の
維持および強化、③米国の国家安全保障を支える宇宙産業
基盤の活性化、であるとしている。そして、これらの目標
を達成するために、①責任のある平和的で安全な宇宙利用
の促進、②向上した米国の宇宙能力の提供、③責任ある国
家、国際機関、民間企業との連携、④米国の国家安全保障
を支える宇宙インフラに対する攻撃の防止および抑止、⑤
悪化した環境において攻撃を打破し、活動するための備
え、という戦略的アプローチを追求するとした。

８ １３会計年度予算

近年、米国政府の財政赤字が深刻化しており、１１（同２３）
年８月に成立した予算管理法において、政府の債務上限を
引き上げるとともに、２１（同３３）会計年度までに政府歳出を
大幅に削減することが規定された。１２（同２４）年１月、国防
省は、同法の成立を踏まえた具体的な国防歳出削減額が、
１２会計年度から２１会計年度までの１０年間で約４，８７０億ドル
（１３会計年度から１７会計年度までの５年間で約２，５９０億ド
ル）に上ることを発表している１５。
このような将来の国防歳出削減は、国防戦略指針が策定
された一つの要因でもあり、国防戦略指針においても、戦
略的な状況の変化や技術革新などに伴い方針を変更する可
能性を留保しつつ、現在必要な投資と将来に延期すべき投
資を区別すること、全体的な戦力規模を減少させていく中
でも、迅速に行動でき、能力の高い軍事力を維持するこ
と、国防省における業務コストの削減を継続することなど
の原則が示されている。
このような中で発表された１３会計年度予算教書は、その主

１３ 国防省は現在、「グローバルな軍事態勢の見直し」（GPR
Global Posture Review

）を実施中としている。

１４ 米国は、非核手段による攻撃を抑止するに際しての核兵器の役割を低減するため、消極的安全保証（Negative Security Assurance）を強化
し、核不拡散条約（NPT
Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons

）に加盟し、核不拡散の義務を遵守している非核兵器国に対しては核兵器を使用せず、核兵器による脅威を与えない

としており、また、米国、同盟国、パートナー国のきわめて重要な国益を防衛するための、極限の状況でのみ核兵器の使用を考慮するとし
ている。

１５ １２（平成２４）年２月に議会に提出された２０１３会計年度国防省予算要求に関する国防省発表資料によると、ここでいう「削減額」とは、２０１２会計
年度予算要求（１１（同２３）年２月議会提出）時に見積もられていた１０年（５年）間の国防省本予算額の合計から、２０１３会計年度予算要求時に見積
もった１０年（５年）間の国防省本予算額の合計を引いた差額のことを指している。
なお、予算管理法において、議会の超党派委員会が財政赤字の追加削減案を１１（同２３）年１１月２３日までに策定できなかった場合、１３（同２５）年
１月から２１（同３３）年までの間に政府歳出が１．２兆ドル強制削減されるとの規定があるところ、１１（同２３）年１１月２１日、超党派委員会は、財政赤
字削減案の期限までの策定を断念する旨発表した。これにより、１３（同２５）年以降、国防歳出がさらに強制削減される可能性があり、その削
減額については約５，０００億ドルに上ると指摘されている。
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（会計年度）

（億ドル）
12会計年度要求時（11年2月）
13会計年度要求時（12年2月）

(注) 米国防省｢FY2012 budget request｣、｢FY2013 budget 
request｣ 
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(注) 2013年度Historical Tablesによる狭義の支出額
2012年度の数値は推定額

121110
（年度）

0908
0

5

10

15

20

0
100,000
200,000
300,000
400,000
500,000
600,000
700,000
800,000

国防費（百万ドル）
対前年度伸率（％）

要な原則を、①より規律正しい国防費の使用、②国防戦略指
針の戦力構成および投資への適用、③完全志願兵制の質の維
持、④展開中の兵士の全面的支援、としている。本予算に
ついては、１２会計年度予算の水準から５２億ドル減の５，２５４
億ドルを計上するとともに、海外における事態対処作戦の
予算１６については、イラクからの部隊撤収などを踏まえ、

１２会計年度予算の水準から２６６億ドル減の８８５億ドルが計上
されている。会計総額では１２年度予算の水準から３１８億ド
ル減の６，１３９億ドルとなっている。また、その主な具体的
内容としては、１３会計年度から１７会計年度までの今後５年
間で国防歳出を２，５９４億ドル削減すること、F―３５戦闘機の
調達の一部を先送りすること、今後５年間で米軍の人員数
を１０万２，４００人削減１７することなどが挙げられる１８。

２ 軍事態勢
核戦力を含む戦略攻撃兵器については、米国は１１（平成

２３）年２月に発効した新戦略兵器削減条約に基づく削減を
進めており、１２（同２４）年４月、現在の配備戦略弾頭１は
１，７３７発、配備運搬手段は８１２基・機であると公表した２。
米国はさらに、核兵器への依存を低減させる能力の一つ
として、「通常兵器による迅速なグローバル打撃」（CPGS

Conventional Prompt Global Strike
）

構想を研究している。同構想は、世界のいかなる場所に所
在する目標に対しても、命中精度の高い非核兵器によっ
て、敵のアクセス拒否（A２）能力を突破して迅速な打撃を
与えようとするものである３。
ミサイル防衛（MD

Missile Defense
）については、オバマ政権は、イラン

の短・中距離弾道ミサイルの脅威が予測よりも急速に進展

している一方、同国の大陸間弾道ミサイル（ICBM
Intercontinental Ballistic Missile

）の開発
は予測よりも遅延していることや、迎撃ミサイルやセン
サーといったミサイル防衛に関する能力と技術が顕著に向
上していることを踏まえ、１１（同２３）年頃から２０（同３２）年頃
までに欧州におけるMD能力を段階的に向上させ、最終的
にはICBMにも対応する包括的なMD体制を構築するとい
う計画を進めている４。
米国は１０（同２２）年２月に「弾道ミサイル防衛見直し」

（BMDR
Ballistic Missile Defense Review

）を公表し、米国本土の防衛については地上配備
型迎撃ミサイルにより北朝鮮やイランのICBMに対処する
とし、他の地域の防衛については、MDシステムへの投資
を拡大しつつ、同盟国との協力と負担の適切な共有のも

1‐１６ ブッシュ前政権における対テロ戦費に相当するものであり、イラクおよびアフガニスタンでの活動費を含む。
１７ 軍種ごとの削減数は、陸軍７万２，０００人、海軍６，２００人、空軍４，２００人、海兵隊２万人とされている。
１８ アジア太平洋地域については、同地域における陸軍・海兵隊の戦力構成を維持することとしている。なお、予算教書に示された内容の一

部は、１２（平成２４）年１月２６日に、今後の国防省予算に関する主要な決定事項として事前に発表されていた。
2‐１ 配備済みのICBMおよび潜水艦発射弾道ミサイル（SLBM

Submarine-Launched Ballistic Missile
）に搭載した弾頭ならびに配備済みの重爆撃機に搭載した核弾頭

２ １２（平成２４）年３月１日現在の数値であるとしている。
３ 「通常弾頭搭載型打撃ミサイル」（CSM

Conventional Strike Missile
）は、この構想を主導する開発計画であり、退役した弾道ミサイルのロケットなどを流用するものの、

弾道ミサイルとは明確に異なる低い弾道を描くことで、核兵器との混同を防ぐとしている。

図表 Ⅰ―１―１―２

今後５年間の米国防省本予算見積額の変化
図表 Ⅰ―１―１―３ 米国の国防費の推移
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と、それぞれの地域に応じてMD能力を段階的に向上させ
るアプローチ（PAA

Phased Adaptive Approach
）をとっていくとしていたが、１２（同２４）

年１月には、米国本土および欧州におけるMDプログラム
のための投資を継続する一方、地域における配備可能な
MDシステムのための支出を削減し、将来的に、同盟国お
よびパートナー国への依存を増加することを表明してい
る。
陸上戦力は、陸軍約５６万人、海兵隊約２０万人を擁し、ド
イツ、韓国、日本などに戦力を前方展開している。陸軍
は、国防戦略指針にも記述されているとおり、より小規模
ながらも、世界中においてあらゆる種類の作戦を実施でき
る態勢にある戦力の構築に向けた取組を行っている。海兵
隊は、より小規模な部隊である特殊部隊と、より大規模な
部隊である重武装の通常部隊との間をつなぐ「中量級」の部
隊として、あらゆる脅威に対処することが可能な戦力の獲
得を目指している。なお、国防省は１２（同２４）年１月、将来
的に陸軍人員を４９万人に、海兵隊人員を１８．２万人にそれぞ
れ削減することを発表した。

海上戦力は、艦艇約１，０８０隻（うち潜水艦約７０隻）約６４０万
トンの勢力を擁し、東大西洋、地中海およびアフリカに第
６艦隊、ペルシャ湾、紅海および北西インド洋に第５艦
隊、東太平洋に第３艦隊、南米とカリブ海に第４艦隊、西
太平洋とインド洋に第７艦隊を展開している。QDRは、
海軍は前方展開による強力なプレゼンスと戦力の展開能力
を引き続き保つとしている。
航空戦力は、空軍、海軍と海兵隊を合わせて作戦機約

３，５００機を擁し、空母艦載機を洋上に展開するほか、ドイ
ツ、英国、日本や韓国に戦術航空戦力の一部を前方展開し
ている。QDRは、第５世代戦闘機の増加によって空軍の
生存能力がさらに向上するとしているほか、パートナー国
の治安部隊への支援作戦を強化するとしている。
さらに、サイバー空間での脅威の増大に対処するため、
サイバー空間における作戦を統括するサイバーコマンドを
創設した。サイバーコマンドは１０（同２２）年５月に初期運用
を開始、同年１１月に本格運用を開始した５。

３ アジア太平洋地域における現在の軍事態勢
太平洋国家である米国は、アジア太平洋地域に陸・海・
空軍と海兵隊の統合軍である太平洋軍を配置し、この地域
の平和と安定のために、引き続き重要な役割を果たしてい
る。
陸軍は、２個師団から構成され、ハワイに第２５歩兵師
団、韓国に第２歩兵師団、第１９支援コマンドなどを配置す
るほか、日本に第１軍団（前方）・在日米陸軍司令部など約
２，５００人を配置している１。
海軍は、ハワイに司令部を置く太平洋艦隊のもとに、西
太平洋とインド洋などを担当する第７艦隊、東太平洋や
ベーリング海などを担当する第３艦隊などを有し、艦艇約
１８０隻を擁している。このうち第７艦隊は、１個空母打撃
群を中心に構成されており、日本、グアムを主要拠点とし

て、領土、国民、シーレーン、同盟国その他米国の重要な
国益を防衛することなどを任務とし、空母、水陸両用戦艦
艇やイージス巡洋艦などを配備している。
海兵隊は、ハワイに司令部を置く太平洋海兵隊のもと
に、米本土と日本にそれぞれ１個海兵機動展開部隊を配置
している。このうち、日本には第３海兵師団とF/A―１８戦
闘機などを装備する第１海兵航空団約１万５，０００人が展開
しているほか、重装備などを積載した事前集積船が西太平
洋に配備されている。
空軍は、ハワイに司令部を置く太平洋空軍のもとに４個
空軍を有し、このうち、日本の第５空軍に３個航空団（F―
１６戦闘機、C―１３０輸送機などを装備）を、韓国の第７空軍
に２個航空団（F―１６戦闘機などを装備）を配備している。

2‐４ 今後、細部やタイミングが変更される可能性があるとしつつ、１１（平成２３）年までにスタンダード・ミサイルSM―３ブロックIA、１５（同２７）
年までにSM―３ブロックIB、１８（同３０）年までにSM―３ブロックIIA、２０（同３２）年までにSM―３ブロックIIBを配備することにより、MD能力を
４段階で向上させる計画である。米国はこの計画に基づき、１５（同２７）年までにルーマニアに、１８（同３０）年までにポーランドに陸上配備型
ミサイル防衛システムを配備するとしている。米国とルーマニアは１１（同２３）年９月、ルーマニアに米国の陸上配備型SM―３システムを配
備する旨の協定に調印した。また、米国とポーランドは同月、米国の陸上配備型SM―３システムをポーランドに配備するとの合意が正式
に発効したことを発表した。さらに、トルコは同月、米国のミサイル防衛レーダーを国内に設置することを決定し、本レーダーは既に配
備が完了している。同年１０月には、米国とスペインが、スペイン南西部のロタ海軍基地を米イージス艦４隻の拠点とすることを発表した
（１４（同２６）年に最初の２隻が、１５（同２７）年に残りの２隻が同基地に到着予定）。

５ サイバー関連部隊として、陸軍サイバーコマンド、艦隊サイバーコマンド、第２４空軍、海兵隊サイバー空間コマンドが新編された。
3‐１ 本項で用いられている米軍の兵力数は、米国防省公刊資料（１１（平成２３）年１２月３１日現在）による現役実員数であり、部隊運用状況に応じて

変動しうる。
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